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✧ 民間の気象予報業務と 50 回目を迎えた気象予報士試験 

～“平成”は“気象予報士”の時代～ 
 

 近年、世界各国で、国家気象機関（日本の気象庁に当たる）とともに、民間部門からも様々な

活動や気象情報サービスが行われており、官民が連携した総合的なサービスを実現するための取

り組みが進められています 1。特に、近年は、情報通信技術（ICT）や気象情報の質の向上が相ま

って、我が国のみならず欧米先進国において様々な民間企業が気象情報関連のサービスに参入し

てきています。当センターが担当している気象庁保有情報のオンライン配信サービス（「情報提

供業務」と呼んでいます。）の利用者も、平成 10年代後半から、テレビ等の天気予報番組などで

お馴染みの予報業務許可事業者に加えて、広範な産業分野の事業者が配信サービスを通して気象

情報の利用を開始するようになっており、その数も毎年急激に増えてきています

（http://www.jmbsc.or.jp/jp/topics/2018/1806/1806_1.pdf）。 

 この情報提供業務の利用者は、国内事業者が大勢を占め、延べ 500 者近くになっていますが、

欧米先進国からの利用者でグローバルに事業を展開している事例も見られて来ています。特に、

海外利用者では、気象衛星ひまわり 8号、数値予報や気象レーダー関係のデータに関心が高くな

っています。 

 

 国内の気象業務において官民連携を推進するため、気象庁が気象庁以外の者の予報業務に対し

て許可制度を導入したのは、1952（昭和 27）年、実に 66 年前に遡ります。第二次世界大戦終了

直後に、民間も視野に入れた気象業務の枠組みを制度的に構築したことは、“日本ならでは”と

見ることも出来ますが、世界的に官民連携が進む中では、“先進的な制度”と捉えることが出来

るかも知れません 2。さらに、この制度は、ICTと気象解析・予報技術の高度化の時代に合わせて、

1993(平成 5)年には気象業務法が一部改正により、当センターが実施機関となっている「気象予

報士制度」と「情報提供業務」などが導入され強化されました 3。これらにより、 

① 気象庁からの数値予報等の情報提供（公開）、 

② 気象予報士による人的資質の確保、さらには 

③ 予報業務のための施設等も含めた総合的な許認可制度となりました。 

 これらにより、民間の予報業務の質の確保により官民で調和のとれた社会への様々なサービス

を実現してきています。 

 

 「気象予報士試験」の第 1 回が実施されたのは、今から 24年前の 1994(平成 6)年 8 月で、その

後、初年度を除き、毎年 2回夏（8月）と冬(1月)に実施され、本年 8月に“50回目”を迎えま

した。この間、平均的には毎回 4千名近くの方が受験し、200名強の方が合格され、総数では、

受験者約 19 万人、合格者約 1万 5 百人となりました。 

気象予報士制度が発足して 24 年、気象予報士の活躍する姿はテレビ・ラジオ等で毎日お茶の間に

届けられ、最近ではインターネットの気象情報サービスサイトでも気象予報士による様々な解説

が記事だけではなく動画も含めて掲載されています。このような活躍により、気象予報士は、老

若男女を問わず我々の生活になくてはならない存在になっています。“平成”の年号が変わるの

も間近ですが、民間の気象業務という点からは、“平成”は、まさに“気象予報士の時代”と言

えるかもしれません 4。 

 

               
1 国連の専門機関で世界各国の国家気象機関の連携の枠組みを束ねている「世界気象機関（World 

Meteorological Organization, WMO）」(https://public.wmo.int/en）でも、Public-private Partnership (PPP、

官民連携)の標語のもと議論が進められています。 

 
2 当センターでは、平成 28年に、世界銀行(World Bank)の事業として「発展途上国のための日本の気象サー

ビスの知見・経験に関する調査」を英文で取りまとめ、その中で日本の民間気象事業についても取りまとめ

紹介しています（http://www.jmbsc.or.jp/jp/topics/2016/1609/1609_1.pdf）。 
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3 それまで、特定利用者（事業者等）向けの予報や気象庁の解説予報を対象として許可制度が運用されてき

ましたが、1993(平成 5)年の改正により、テレビ等での一般向けの予報も許可されるようになりました。こ

れにより、所謂「予報の自由化」と言われ、テレビ等で気象予報士やキャスターが益々その活躍を広げる時

代に入りました。 

 
4 気象予報士や気象キャスターなどの方々の団体として「（一般社団法人）日本気象予報士会

（http://www.yoho.jp/）」や「（NPO法人）気象キャスターネットワーク（http://www.weathercaster.jp/）」

があり、気象に係わる普及啓発等、様々な活動を通して社会貢献をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
≪図≫ 気象予報士試験の受験者数・合格者数の推移。試験は毎年度 8月・1月の 2回（平成 6 年度は

8 月・12 月・3 月の 3回）実施。平成 30 年度は第 50回(8 月実施)のみのデータを掲載。 

 

 

 当センターでは、気象予報士になられた方々など、専門家の更なる技術の向上を目指して、毎

年、東京及び地方（大阪など）で講習会を開催し、また、予報技術にかかわる気象庁刊行物等の

頒布を行っています≪写真≫。http://www.jmbsc.or.jp/jp/seminar/seminar.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪写真≫ 講習会の風景（於東京） 

 

（試験部・配信事業部・振興部） 


